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損 益 計 算 書 

２０１２年 ４月 １日から 

２０１３年 ３月３１日まで 



- 3 - 

 

 

  
  
  
  
 ２

０
１
２

年
４

月
　

１
日

か
ら

（単
位
：千

円
）

2,
83

0,
19

2

91
,6

20

△
 3

14
,0

39

△
 2

22
,4

19

2,
60

7,
77

3

2,
83

0,
19

2

91
,6

20

△
31

4,
03

9

△
22

2,
41

9

2,
60

7,
77

3

－

△
31

4,
03

9

△
31

4,
03

9

△
31

4,
03

9

1,
33

0,
19

2

91
,6

20

91
,6

20

1,
42

1,
81

2

1,
33

0,
19

2

91
,6

20

91
,6

20

1,
42

1,
81

2

1,
50

0,
00

0 -

1,
50

0,
00

0

当
期

首
残

高

当
期

変
動

額

当
期

純
利

益

自
己

株
式

の
取

得

当
期

変
動

額
合

計

当
期

末
残

高

株
主

資
本

等
変

動
計

算
書

　
２

０
１

２
年

４
月

　
１

日
よ

り

　
２

０
１

３
年

３
月

３
１

日
ま

で

株
主

資
本

合
計

株
主

資
本

純
資

産
合

計

 （
注

）
記

載
金

額
は

記
載

単
位

未
満

の
端

数
を

切
り

捨
て

て
表

示
し

て
お

り
ま

す
。

利
益

剰
余

金

利
益

剰
余

金
合

計
繰

越
利

益
剰

余
金

資
本

金
そ

の
他

利
益

剰
余

金
自

己
株

式



- 4 - 

 

 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商　品・・・最終仕入原価法

半製品・・・最終仕入原価法

貯蔵品・・・最終仕入原価法

 なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定を

しています。

（２）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

② 無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用目的のソフトウェア・・・社内における利用可能期間(５年)に基づ

　く定額法

・その他・・・定額法

③リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準

①貸倒引当金

　売掛債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により

 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

 見込額を計上しております。

②退職給付引当金

　従業員への退職金の支給に備えるため、退職金規程による自己都合退職金

 期末要支給額を計上しております。

（４）消費税等の会計処理の方法・・・税抜方式

（貸借対照表に関する注記）

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 ７３，８１６千円

短期金銭債務 ７，０９９千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

売上高 　　６９６，４７５千円

販売費及び一般管理費 ２７，８０９千円

個　別　注　記　表
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式　・・・ ３０，０００株

（２）当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式　・・・ 　３，６７５株

３，６７５株増加しております。

（３）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。

（４）当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。

（金融商品の状況に関する注記)

（１）金融商品の状況に関する事項

 当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関と取引して

おります。

 リース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。

（２）金融商品の時価等に関する事項

 平成２５年３月３１日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価および

これらの差額につきましては、次のとおりであります。

　　(*1)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

　　(*2)流動負債のリース債務と固定負債のリース債務を合算して表示しております。

（注）金融商品の時価算定方法に関する事項

（１）現金及び預金、並びに（２）売掛金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

（３）買掛金、並びに（４）未払金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

（５）リース債務

 リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行っ

た場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

当事業年度において、東日本電信電話株式会社からの買取により、

区　　分 貸借対照表計上額(*1)

2,480,738千円

時価(*1) 差額

763,566千円

（465,815千円）

-

-

-

2,480,738千円

763,566千円

（465,815千円）

現金及び預金(1)

(2) 売掛金

(3) 買掛金

(4) -

489千円

（383,129千円）

（477,593千円）

未払金

(5) リース債務（*2）

（383,129千円）

（477,104千円）
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（税効果会計に関する注記）

  繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

   減価償却超過額　　　　　　　１９，６７３千円

   未払事業税　　　　　　　　　　３，４３７千円

   退職給付引当金　　　　　　　　１，１５０千円

　 その他　　　　　　　　　　　　　　２４９千円

　 繰延税金資産計　　　　　　　２４，５１０千円

（関連当事者に関する注記）

（１）法人主要株主等 （単位：千円）

業務委託

取引条件及び取引条件の決定方針等

　(注1) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

       また、製造委託は見積入札結果に基づいた発注を実施しております。

　(注2) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　(注3) 平成２４年６月２６日開催の定時株主総会にて「東日本電信電話株式会社保有の自

　　　　社株式買い取りに関する件」が決議され、東日本電信電話㈱から、平成24年7月31日

　　　　に自己株式を取得しています。これに伴い同社は主要株主ではなくなりました。

　　　　なお、取得価額は、法人税法の規定に基づいた価額を基に、総合的に勘案した価額

　　　　によっております。

（２）法人主要株主等の子会社等 （単位：千円）

製造委託

取引条件及び取引条件の決定方針等

　(注1) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

       また、製造委託は見積入札結果に基づいた発注を実施しております。

　(注2) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

　　　　ます。

　(注3) 利息の支払いは、見積書の物件価格を基に、合理的に算定しております。

　(注4) 支払リース料は、提示された見積もり検討の上、交渉により決定しています。

主要株主
(会社等)
が議決権
の過半数
を所有し
ている会

社

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｼｽﾃﾑｿ
ﾘｭｰｼｮﾝｽﾞｼﾞｬ
ﾊﾟﾝ㈱(ﾊﾟﾅｿﾆｯ
ｸ㈱の子会
社）

なし 資材の仕入

日立ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱
(㈱日立製作
所の子会社)

なし 支払リ-ス料等

属　性 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)

割合

関連
当事者

との関係
取引の内容

477,104

リース
資産

441,004

リース
債務

㈱日立製作所
被所有

 直接13.96％
製造委託 資材の仕入

37,573

東日本電信電話㈱ － －
自己株式の

取得
314,039

製造委託

設備の
リース

買掛金 62,048

取引金額 科目 期末残高

－ －

604,356

172,605買掛金1,733,521

未払金 141,750

パナソニック㈱
被所有

 直接13.96％
業務運営 業務委託 135,000 未払金 141,750

151,262
㈱東芝

被所有
 直接13.96％ 業務運営

属　性 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)

割合

関連
当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

主要株主
(会社等)

資材の仕入 1,951,546 買掛金 203,588
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　（１株当たり情報に関する注記）

　　（１）１株当たり純資産額　・・・　９９，０６０円７０銭

　　（２）１株当たり当期純利益・・・　  ３，３３７円０１銭

　（重要な後発事象に関する注記）

  該当事項はありません。


